予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：企業立地対策費　　　
	事業名　　企業立地促進法基本計画推進事業費


　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

商工労働部　企業誘致課　企業誘致・立地支援係　電話番号：058-272-8371・8370
　　　　　　　E-mail：c11342@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　        　2,009　千円（前年度予算額： 1,469 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,469
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,469

	要求額
	2,009
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,009

	1月29日時点
査定額
	2,009
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,009

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　全国的に企業誘致に積極的に取り組む自治体は増加し、地域間競争は激化している。県、市町村が共同で策定した、地域の特性、強みをいかした企業立地を推進する基本計画の成果目標の達成を目指し、県と市町村が連携して企業誘致に取り組み、地域の活性化を推進する。
（２）事業内容

・きめ細かな企業訪問活動
県外企業（医薬品、食料品、航空宇宙、医療・福祉機器、新エネルギーといった景況の影響を受けにくい産業及び今後の大きな成長が見込まれる産業）の誘致、進出企業のフォローアップ、追加投資の促進及び県内企業の流出防止を図るため、質と量の充実した企業訪問を行う。
・ワンストップサービスの実施・市町村との連携強化
民間・市町村が行う団地造成に対し、企業が必要な時期に必要とする用地を提供できるよう開発をスピードアップさせるため、ワンストップで相談支援を行う。
また、地域産業活性化協議会を開催し基本計画の推進を図る。
・企業と地域との連携促進支援
企業の進出が地域経済に好影響をもたらすよう、市町村等が行う進出企業と地元企業との交流・連携強化やビジネスマッチングなどへ支援を行う。
（３）県負担・補助率の考え方

　　企業と地域との連携支援は地域経済活性化対策であり、県負担は妥当。
　　
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅　費
	　　740
	企業訪問、市町村連絡調整

	需用費
	　　837
	事務用消耗品購入費、印刷製本費

	役務費
	　　 15
	郵便、電話料

	補助金
	    375
	進出企業と地元企業のビジネスマッチングなどへの支援

	その他
	     42
	【使用料】会場使用料

	合　計
	  2,009
	


	　１月２９日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
  ・岐阜県企業立地促進法基本計画 

・長期構想　

　　　〇県が取り組む政策の方向性（長期目標）　
Ⅱ－１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

　　　　　　　・企業誘致を推進する　
　　　〇重点プロジェクト（事業実施指標）
　　　　　　　　企業誘致対策

　　　　　　　　地域産業基盤の強化のための工業団地開発と企業誘致
（２）他県の状況

　　　４７都道府県で、193件の基本計画が策定されている。(H26.4現在)
（３）後年度の財政負担
　　　基本計画は、5年ごとに再策定が必要（現在の基本計画はH25年度からH29年度のものであるため、次回はH30年度以降のものをH29年度に再策定する）
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　多様な分野の製造業を集積することによって、業種の盛衰に左右されない強靭な地域経済をつくる。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	指定集積業種の企業立地件数（岐阜地域）
	－
（H  ）
	8
（H25）
	
	17
（H26.6）
	20
（H29）
	85％


	指定集積業種の企業立地件数（西濃地域）
	－
（H　）
	4
（H25）
	
	8
（H26.6）
	45
（H29）
	18％


	指定集積業種の企業立地件数（中濃地域）
	－
（H　）
	8
（H25）
	
	15
（H26.6）
	43
（H29）
	35％


	指定集積業種の企業立地件数（東濃地域）
	－
（H　）
	2
（H25）
	
	9
（H26.6）
	23
（H29）
	39％


	指定集積業種の企業立地件数（飛騨地域）
	－
（H　）
	1

（H25）
	
	1
（H26.6） 
	11
（H29）
	9％



※指定集積業種とは、企業立地促進法基本計画で定められた地域への集積を目指す業種をいう。
○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

○成長力・競争力の高い企業の誘致、進出企業の追加投資の促進及び県内企業の県外流出防止のため、きめ細やかな企業訪問等を積極的に実施している。(H26.10末:1,019件、H25:1,012件)

○企業進出の効果が地域に行き渡るよう、市町村等が行う進出企業と地元企業のビジネスマッチング事業等を支援する予定(H26:1事業者）。
○企業立地促進法企業立地計画及び事業高度化計画を知事が承認することにより県内企業の設備投資を支援している。

平成26年11月末現在で企業立地計画４件、事業高度化計画３件の合計７件承認済み。



（前年度の成果）

	・平成26年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

○本県では、平成26年上期工場立地動向調査において、製造業の立地件数が27件で過去最高の全国2位となった。製造業の立地面積は30haで全国６位となり、引き続き好調を維持している。
○平成25年度に地元企業、進出企業及び行政団体等とのビジネスマッチング等支援を１ヶ所で実施し、進出企業６社、地元企業32社、行政等関係団体９団体が集い、講演や交流会を通じて連携強化を図った。進出企業と地元企業との間に新たな商談が持たれ、実際の取引に発展することが期待される。

○平成26年度11月末現在の累計計画承認件数は立地計画48件、事業高度化計画78件で、同法の支援策が設備投資に活用されている。引き続き企業の県外流出防止の観点からも、県内に設備投資する企業に対する支援が必要である。
　　（H25:11件、H24:18件）


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	きめ細かな企業訪問や進出企業と地元企業との連携促進等により、効果的な企業誘致や地元企業の活性化を行なうことが可能となるため、事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	平成26年６月末時点で目標の85％を達成した圏域もある。平成26年下期も引き続き立地件数の上乗せが見込まれ、目標達成に向けて事業の成果はあがっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	　移転需要の取り込みのための近隣県に立地する企業への集中訪問や、成長分野に属する企業への訪問、特定分野の企業展への出展など、目標を絞った効率的な誘致活動に努めている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
○東海環状自動車道西回りの全線開通に向け、企業立地の可能性が一層高まると期待されるが、他方で、国内市場の縮小、企業の海外移転が進み、企業誘致を取り巻く環境は、少ないパイを国内の自治体が奪い合う厳しい状況にある。
○進出企業の地域連携促進のための事業については、事業が市町村や工業団地等、比較的狭い単位で実施されているため、今後はその枠を超えた広域的な事業展開を後押しする取組が必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

○企業のニーズを的確に把握し、当県の強みを上手くＰＲしながら、これまで以上にきめ細かな企業訪問活動等を行なっていく。
○外的要因・経済変動に強い、バランスの取れた産業構造を構築するため、

　医薬品、食料品、航空宇宙、医療・福祉機器、新エネルギーの５分野に属する企業を重点的に取り組む。

○工場の建替えや集約移転の需要を確実に県内に取り込むよう活動を強化していく。また、東日本大震災を契機に、生産拠点体制を見直している企業に対して、地震に強く災害時の代替拠点となりうる当県の強みをＰＲしていく。
○進出企業の地域連携促進のための事業については、広域的な事業を誘発するため、市町村等実施団体との意見交換を通じ提案を行っていく。


